
 

貸 借 対 照 表 

（令和 7年 3月 31 日現在） 

（単位：円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

流 動 資 産 118,343,626 流 動 負 債 45,579,140 

現 金 及 び 預 金 104,413,957 未 払 費 用 7,870,050 

未 収 金 12,384,528 未 払 法 人 税 等 70,000 

前 払 費 用 1,523,478 未 払 消 費 税 等 3,329,700 

そ の 他 の 流 動 資 産 21,663 前 受 収 益 25,127,117 

固 定 資 産 60,400,569 賞 与 引 当 金 9,151,643 

有 形 固 定 資 産 880,569 そ の 他 の 流 動 負 債 30,630 

什 器 備 品 880,569 負 債 合 計 45,579,140 

無 形 固 定 資 産 59,520,000   

ソ フ ト ウ ェ ア 59,520,000 （ 純 資 産 の 部 ）  

  株 主 資 本 133,165,055 

  資 本 金 10,000,000 

  利 益 剰 余 金 123,165,055 

  利 益 準 備 金 2,500,000 

  繰 越 利 益 剰 余 金 120,665,055 

  純 資 産 合 計 133,165,055 

資 産 合 計 178,744,195 負債及び純資産合計 178,744,195 

 



 

Ⅰ．（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

① 固定資産の減価償却の方法 

・有形固定資産 主として定率法によっております。 

・無形固定資産 自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能 

期間（５年）に基づく定額法によっております。 

② 引当金の計上基準 

  ・賞与引当金 従業員に支給する賞与に備え、支給見込額のうち当会計年

度に負担すべき金額を計上しております。 

③ その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

  ・消費税等の会計処理 税抜方式によっております。なお、控除対象外消費税等に

ついては、発生年度の販売費及び一般管理費に計上してお

ります。 

 
Ⅱ．（株主資本等変動計算書に関する注記） 

発行済株式の種類及び総数 普通株式 200 株 

 


